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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第90期

第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高(営業収益) (百万円) 1,367,435 1,526,081 2,842,186

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △27,026 38,492 △92,627

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △16,773 46,149 △65,327

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,937 45,417 △33,975

純資産額 (百万円) 1,475,696 1,477,825 1,437,171

総資産額 (百万円) 5,807,059 5,659,772 5,782,180

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △22.14 60.92 △86.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 24.8 25.5 24.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 52,511 195,477 203,742

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △127,703 △129,172 △266,619

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,048 △192,854 △23,905

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 542,301 410,915 536,773
 

 

回次
第90期

第２四半期
連結会計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.89 45.18
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には，消費税等は含まれていない。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については，潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において，当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について，重要な変更はない。ま

た，主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について，前事業年度の有価証券報告書の提出日後，

当四半期報告書の提出日までにおいて，重要な変更があった項目は，以下のとおりである。

なお，文中における将来に関する事項は，当四半期報告書提出日（平成26年11月７日）現在において判断したもの

である。　

（以下の見出しに付された項目番号は，前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の項目番号に

対応するものである。）　

 

(2)当社グループの事業活動に関するリスク

①供給設備の非稼働

当社は，浜岡原子力発電所全号機の運転を停止しており，現在，新規制基準を踏まえた対策を進めるととも

に，４号機について，原子力規制委員会による新規制基準への適合性確認審査を受けている。当社は，新規制基

準を踏まえた対策について，他社の発電所の審査内容等を適宜反映すべく検討を進めているが，これまでの検討

結果に基づき，４号機の対策工事内容の一部を見直すこととした。これらの見直しにより，予定していた完工時

期からさらに１年程度の工期を要する見込みであり，４号機は平成28年９月頃，３号機は平成29年９月頃の完工

となる見通しである。

今後，４号機の審査の進展に伴い，工事の見直しや追加を行う可能性があるが，審査状況や最新の知見を的確

に把握し，先行して必要な措置を講じることで，早期の完工を目指していく。なお，３号機については，４号機

に続き，平成26年度内に新規制基準への適合性確認審査のための申請を行えるよう準備を進めている。また，５

号機については引き続き必要な対応について検討を進めている。あわせて，防災体制の強化や防災資機材の整

備，国や立地地域の自治体などとの連携など，防災対策の一層の充実を図っている。

当社は，浜岡原子力発電所全号機の運転停止に伴い，電力の安定供給の確保に向けて総力を挙げて取り組んで

いる。具体的には，お客さまに節電のご協力をいただきながら，老朽火力発電機の運転継続など，さまざまな需

給対策を実施しているが，火力で代替することに伴う燃料費の大幅な増加などにより，業績は影響を受ける見込

みである。

当社グループでは，良質な電気を経済的かつ安定的にお届けするために，最適な設備の形成・保全に努めると

ともに，災害に強い設備形成を実現するために，大規模地震対策なども実施している。

ただし，大規模な自然災害の発生，事故やテロ行為，燃料調達支障のほか，新規制基準への対応などに伴う，

当社および当社が受電している他社の供給設備の稼働状況によっては，業績は影響を受ける可能性がある。　

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項なし
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３ 【財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績の状況

 

 

前第２四半期
連結累計期間

(自 平成25年４月１日

至 平成25年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日)

増    減

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） 増減率（％）

営業収益     

 電気事業 12,469 13,877 1,408 11.3

 その他事業 1,204 1,383 178 14.8

 計（売上高） 13,674 15,260 1,586 11.6

営業損益     

 電気事業 △139 634 774 －

 その他事業 20 60 40 201.2

 計 △119 695 815 －

経常損益 △270 384 655 －

四半期純損益 △167 461 629 －
 

 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は，雇用・所得環境が改善したものの，消費税率引上げ前の駆け込み需

要の反動により，個人消費や生産に弱い動きがみられるなど，回復の動きに足踏みがみられた。

当社においては, 浜岡原子力発電所全号機の運転停止以降，厳しい経営状況が継続したことから，最大の使命で

ある安全で安定的な電力供給を継続するために，昨年10月に経済産業大臣に電気料金の値上げを申請し，本年４月

に認可された。

このような中，当第２四半期連結累計期間の収支の状況については，収益面では，電気事業において販売電力量

の減少はあったが，電気料金の値上げや燃料費調整額などにより電灯電力料が増加したことに加え，その他事業に

おいてもエネルギー事業の売上が増加したことなどから，売上高は，前第２四半期連結累計期間に比べ1,586億円

増加し1兆5,260億円，経常収益は，前第２四半期連結累計期間に比べ1,560億円増加し1兆5,326億円となった。

一方，費用面では，電気事業において，燃料価格の上昇により燃料費が増加したことなどから，経常費用は，前

第２四半期連結累計期間に比べ905億円増加し1兆4,941億円となった。

以上により，経常損益は，前第２四半期連結累計期間に比べ655億円改善し384億円の経常利益となった。

また，当第２四半期連結累計期間において，当社設備に係る不具合事象について，契約の相手方から受領した解

決金等284億円を特別利益に計上した。

この結果，四半期純損益は，前第２四半期連結累計期間に比べ629億円改善し461億円の四半期純利益となった。

 
 

EDINET提出書類

中部電力株式会社(E04502)

四半期報告書

 4/48



 

事業別の業績については，次のとおりである。

 

①  電気事業

販売電力量は，夏季の気温が前年に比べ低めに推移したことによる冷房設備の稼動減などから，前第２四半期

連結累計期間に比べ16億kWh減少し612億kWhとなった。

［特定規模需要以外（規制対象需要）］

電灯需要は，夏季の気温が前年に比べ低めに推移したことによる冷房設備の稼動減や節電の影響などから10億

kWh減少し152億kWhとなった。

電力需要は，気温影響による冷房設備の稼動減などから２億kWh減少し28億kWhとなった。

［特定規模需要（自由化対象需要）］

業務用は，気温影響による冷房設備の稼動減などから４億kWh減少し110億kWhとなった。

産業用は，機械の生産増はあったが，その他の産業の生産減などから，前第２四半期連結累計期間並みの322

億kWhとなった。

 

これに対して供給面では，浜岡原子力発電所全号機が運転を停止している中，水力発電量は，渇水（出水率

当第２四半期連結累計期間:93.5％，前第２四半期連結累計期間:88.6％）ではあったが，前第２四半期連結累計

期間に比べ２億kWh増加し48億kWhとなった。

また，融通・他社受電量は，他の電力会社への応援融通が増加したことなどにより，前第２四半期連結累計期

間に比べ15億kWh減少し44億kWhとなった。

この結果，火力発電量は，前第２四半期連結累計期間に比べ10億kWh減少し572億kWhとなった。

 

電気事業における収支の状況については，売上高（電気事業営業収益）は，販売電力量の減少はあったが，電

気料金の値上げや燃料費調整額などにより電灯電力料が増加したことなどから，前第２四半期連結累計期間に比

べ1,408億円増加し1兆3,877億円となった。

営業費用は，燃料価格の上昇により燃料費が増加したことなどから，前第２四半期連結累計期間に比べ633億

円増加し1兆3,242億円となった。

この結果，営業損益は，前第２四半期連結累計期間に比べ774億円改善し634億円の営業利益となった。

 

②  その他事業

その他事業における収支の状況については，売上高（その他事業営業収益）は，エネルギー事業の売上が増加

したことなどから，前第２四半期連結累計期間に比べ178億円増加し1,383億円となった。

営業費用は，前第２四半期連結累計期間に比べ137億円増加し1,322億円となった。

この結果，営業利益は，前第２四半期連結累計期間に比べ40億円増加し60億円となった。

 

その他事業のセグメント別の売上高は以下のとおりである。

 

〔エネルギー事業〕

ガスの販売数量の増加や収入単価の上昇などから，前第２四半期連結累計期間に比べ149億円増加し540億円と

なった。

〔その他〕

平成25年10月にダイヤモンドパワー株式会社を連結子会社化したことなどから，前第２四半期連結累計期間に

比べ28億円増加し842億円となった。
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（参考）セグメント別売上高

 

前第２四半期
連結累計期間

(自 平成25年４月１日

至 平成25年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日)

増    減

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） 増減率（％）

連    結 13,674 15,260 1,586 11.6

 電気事業 12,469 13,877 1,408 11.3

 その他事業 1,204 1,383 178 14.8

 （エネルギー事業） (391) (540) (149) (38.3)

 （その他） (813) (842) (28) (3.5)
 

（注）外部売上高を表示している。

 

（注）上記金額には，消費税等は含まれていない。

 

(2) 財政状態

総資産は，減価償却の進行などにより固定資産が減少したことや，短期投資の減少により流動資産が減少した

ことから，前連結会計年度末に比べ1,224億円減少し5兆6,597億円となった。

純資産については，四半期純利益などにより，前連結会計年度末に比べ406億円増加し1兆4,778億円となっ

た。

この結果，自己資本比率は，前連結会計年度末から1.3ポイント向上し25.5％となった。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは，電気事業において，電気料金の値上げや燃料費調整額などにより電灯

電力料収入が増加したことなどから，前第２四半期連結累計期間に比べ1,429億円増加し1,954億円の収入となっ

た。

投資活動によるキャッシュ・フローは，固定資産の取得による支出が減少したものの，当第２四半期連結累計

期間において投融資による支出が回収による収入を上回ったことなどにより，前第２四半期連結累計期間に比べ

14億円増加し1,291億円の支出となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは，長期借入れによる収入が減少したことや社債の償還による支出が増加

したことなどにより，前第２四半期連結累計期間に比べ1,878億円増加し1,928億円の支出となった。

これらにより，当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は，前連結会計年度末に比べ1,258億円減

少した。

なお，当第２四半期連結会計期間末の有利子負債残高は，前連結会計年度末に比べ1,914億円減少し3兆686億

円となった。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社は，平成26年10月７日，東京電力と燃料上流・調達から発電（新設・リプレース）までサプライチェーン

全体に係る包括的アライアンスの協議に入る旨の基本合意書を締結いたしました。また，平成26年10月31日，浜

岡原子力発電所に係る安全性向上対策の工事内容の一部見直しについて公表しております。

これらの公表にあわせ，前事業年度の有価証券報告書に記載した「対処すべき課題」について重要な変更が生

じております。以下の内容は，変更後の事業上及び財務上の対処すべき課題の全文を一括して記載したもので

す。

なお，文中における将来に関する事項は，当四半期報告書提出日（平成26年11月７日）現在において判断した

ものです。

 

（対処すべき課題）

電気事業を取り巻く環境は，東京電力福島第一原子力発電所の事故以降大きく変化し，極めて厳しいものと

なっております。原子力発電所については，新規制基準への適合性を確認する審査が行われているものの，依然

として全国的に運転停止が継続しております。

また，平成26年６月，電力システム改革の第２段階である小売全面自由化などを内容とする改正電気事業法が

成立したことを受け，制度設計に係る詳細な検討が行われております。

しかし，いかなる経営環境においても，「お客さまに，安全で安価なエネルギーを安定してお届けする」とい

う電気事業者としての使命は，これまでと変わるものではありません。

今後もこの使命を果たしていくためには，原子力，火力，再生可能エネルギーなどの多様なエネルギーをバラ

ンスよく組み合わせていく必要があります。

特に，エネルギー資源の乏しいわが国において，化石燃料価格の高騰や地球温暖化という課題に対処しつつ，

将来にわたり安定的にエネルギーを確保していくためには，安全の確保と地域の信頼を最優先に，原子力を引き

続き重要な電源として活用することが不可欠であると考えております。

現在，浜岡原子力発電所の停止に伴い供給力が低下するとともに，燃料費の増加により収支が悪化するなど，

事業運営全般にわたり極めて厳しい状況が続いております。

　

このような状況を踏まえ，中部電力グループは，「浜岡原子力発電所の安全性をより一層高める取り組み」，

「電力の安定供給に向けた取り組み」，「経営効率化に向けた取り組み」を３つの重点的な取り組みとして，引

き続き全力で実施してまいります。

　

まず，「浜岡原子力発電所の安全性をより一層高める取り組み」につきましては，新規制基準を踏まえた対策

について，他社の発電所の審査内容等を適宜反映すべく検討を進めておりますが，これまでの検討結果に基づ

き，４号機の対策工事内容の一部を見直すこととしました。これらの見直しにより，予定していた完工時期から

さらに１年程度の工期を要する見込みであり，４号機は平成28年９月頃，３号機は平成29年９月頃の完工となる

見通しです。

今後，４号機の審査の進展に伴い，工事の見直しや追加を行う可能性がありますが，審査状況や最新の知見を

的確に把握し，先行して必要な措置を講じることで，早期の完工を目指してまいります。なお，３号機について

は，４号機に続き，平成26年度内に新規制基準への適合性確認審査のための申請を行えるよう準備を進めてまい

ります。また，５号機については，引き続き必要な対応について検討を進めてまいります。当社は，新規制基準

への対応にとどまることなく，浜岡原子力発電所の安全性をより一層高める取り組みを自主的かつ継続的に進め

てまいります。

防災対策については，防災体制の整備や訓練の充実を図るとともに，自治体による実効的な住民避難計画の策

定などに向け，連携を強化してまいります。

当社は，これらの取り組みについて，地域をはじめ社会のみなさまのご理解をいただけるよう丁寧にご説明し

てまいります。
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次に，「電力の安定供給に向けた取り組み」につきましては，引き続き，発電設備の定期点検時期の変更・工

程短縮，燃料の追加調達などに努めてまいります。また，発電設備の高経年化への対応として，西名古屋火力発

電所７号系列の開発を着実に進めるとともに，火力電源入札による電気の調達にも取り組んでまいります。さら

に，米国からのＬＮＧ調達などにより，燃料調達における安定性・経済性・柔軟性を向上させてまいります。こ

れらに加え，発電設備などについての大規模地震対策も強化してまいります。

当社は，中部地域の安定供給を確実に果たしていくとともに，厳しい需給状況が予想される他の電力会社への

応援など，全国的な需給の安定に向けても協力してまいります。

　

さらに，「経営効率化に向けた取り組み」につきましては，厳しい収支状況の改善に向け，引き続き，中部電

力グループ一丸となり，聖域を設けず，徹底した経営効率化を行ってまいります。

具体的には，従来から取り組んでいる高効率コンバインドサイクル発電の導入や火力発電所の効率運用を通じ

た総合熱効率の向上などにより，燃料費を削減してまいります。また，競争発注の拡大や火力電源入札の実施な

どによる調達コストの削減，新技術の採用などによる設備投資や修繕費の削減に向けた取り組みをより一層進め

てまいります。

　

現在，国において，ご家庭を含めたすべてのお客さまが電力会社を自由に選ぶことができる小売全面自由化

や，競争を促進するための送配電部門の一層の中立化などを柱とした電力システム改革が進められております。

また，ガス事業においても小売全面自由化をはじめとするシステム改革の検討がはじまっており，エネルギー市

場を取り巻く環境は大きく変化しております。

こうした変化のなか，従来掲げてきた成長戦略を加速して進めるために，当社は東京電力と，燃料上流・調達

から火力発電までサプライチェーン全体に係る包括的アライアンスの協議に入る旨の基本合意書を締結いたしま

した。本アライアンスによって，調達規模の拡大を背景にした燃料調達力の抜本的な強化はもとより，市場規模

が大きく成長が期待できる関東エリアへの進出や，提携による強みを生かしたグローバルな企業への飛躍など，

当社にとって大きく成長の可能性が拡がるものと考えております。今後，東京電力とは，対等なパートナーとし

て合弁会社を設立することを目指し，具体的な対象事業の範囲や事業移管時期など，26年度中を目途に最終契約

書締結に向けた協議を実施してまいります。

中部電力グループは，引き続き，電力の安定供給に努めるとともに，中部地域以外における電気事業の展開や

ガス事業の一層の拡大を図るなど，エネルギー市場の変化に的確かつ柔軟に対応してまいります。

　

今後とも，お客さまや社会からの信頼が事業運営の基盤であることを肝に銘じ，コンプライアンス経営を徹底

するとともに，みなさまに「安心」をお届けする良き企業市民としての社会的責任（ＣＳＲ）を完遂し，お客さ

まや株主・投資家のみなさまに信頼，選択されるよう努め，地域社会の発展にも貢献してまいる所存です。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体としての研究開発費の総額は，3,362百万円である。

（注）上記金額には，内部取引を考慮していない。
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(6) 生産，受注及び販売の実績

当社グループの主たる事業である電気事業は，販売電力量が景気動向等の影響を受けることや，夏季と冬季に

高い水準となる傾向にあり，四半期ごとの業績に変動が生じることがあるため，電気事業における生産，受注及

び販売の実績を記載している。

 

①　需給実績

 

種別

当第２四半期
連結累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

対前年同四半期
増減率(％)

発受電電力量
（百万kWh）

自社

水力発電電力量 4,815 5.2

火力発電電力量 57,192 △1.7

原子力発電電力量 － －

新エネルギー
発電電力量

(57)
 17

(△25.6)
△30.1

融通・他社受電電力量 4,367 △25.5

揚水発電所の揚水用電力量 △462 △30.1

合計 65,929 △3.0

損失電力量（百万kWh） △4,704 △9.4

販売電力量（百万kWh） 61,225 △2.5

出水率（％） 93.5 －
 

(注) １  火力は，汽力と内燃力の合計である。

     ２  新エネルギー発電電力量の（ ）内は，バイオマスの火力混焼による発電電力量を再掲している。

     ３　融通・他社受電電力量は，受電電力量から送電電力量を控除した電力量を記載している。

４  揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

５ 出水率は，昭和58年度から平成24年度までの第２四半期連結累計期間の30カ年平均に対する比である。

 

②　販売実績

ア  契約高

 

種別 平成26年９月30日現在
対前年同四半期
増減率(％)

需要家数

(契約口数)

電灯 9,532,629 1.0

電力 1,072,932 △2.2

計 10,605,561 0.6

契約電力

(kW数)

電灯 36,807,569 1.6

電力 7,537,095 △1.7

計 44,344,664 1.0
 

(注)上記数値には，特定規模需要は含まない。
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イ  販売電力量及び料金収入

 

種別

当第２四半期
連結累計期間

(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

対前年同四半期
増減率(％)

販売電力量

（百万kWh）

特定
規模
需要
以外

電灯 15,289 △6.0

電力 2,774 △6.8

小計 18,063 △6.1

特定
規模
需要

業務用 11,055 △3.6

産業用他 32,107 0.0

小計 43,162 △0.9

計 61,225 △2.5

料金収入

（百万円）

電灯 395,326 1.0

電力 866,286 11.6

計 1,261,612 8.0
 

(注) １  料金収入における電力には，特定規模需要を含む。

２  料金収入には，消費税等は含まれていない。

 

ウ  産業別（大口電力）需要実績

 

種別

当第２四半期
連結累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

対前年同四半期
増減率(％)

販売電力量

（百万kWh）

鉱工業

鉱業 20 4.2

製造業

食料品製造業 1,447 △1.6

繊維工業 464 △6.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 724 △5.6

化学工業 1,347 △4.5

石油製品・石炭製品製造業 92 6.5

ゴム製品製造業 348 △0.0

窯業・土石製品製造業 1,193 △0.1

鉄鋼業 3,245 3.7

非鉄金属製造業 680 1.9

機械器具製造業 10,970 1.9

その他 2,726 △0.0

計 23,236 0.8

計 23,256 0.8

その他

鉄道業 1,284 △0.6

その他 1,577 △6.0

計 2,861 △3.7

合計 26,117 0.3
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 ③　電気料金

 ア　電気料金の変更

当社は，平成25年10月29日，経済産業大臣に対して，平成26年４月１日を実施日とする電気料金の値上げの

認可申請を行った。当該申請については，国の査定方針にもとづき経済産業省より申請内容の修正指示を受

け，修正を反映した内容で平成26年５月１日を実施日として認可を受けた。（平成26年４月18日認可。）これ

を受けて，選択約款についても認可原価にもとづき電気料金の値上げのための変更届出を行った。

また，消費税法及び地方税法の改正により平成26年４月１日から消費税及び地方消費税の税率が引き上げら

れたことに伴い，平成26年２月28日，経済産業大臣に電気供給約款及び選択約款の変更届出を行い，平成26年

４月１日から値上げ実施までの間，当該税率の引き上げ分を反映した電気料金を適用した。

 

 以上の結果，主要契約種別に対して適用される電気料金は，次表のとおりである。

 

電気料金表

 
 電気供給約款及び選択約款（平成20年４月１日より平成26年３月31日まで）

   (ア)　電気供給約款

                                                                           (消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

定
額
電
灯

 需要家料金  １契約 １か月につき 52.50

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯 １か月につき 105.42

　20W超過　　40Wまで 　  〃 173.04

　40W 〃 　　60W 〃 　  〃 240.66

　60W 〃　　100W 〃 　  〃 375.90

 100W 〃　 100Wまでごとに 　  〃 375.90

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器 １か月につき 181.65

　50VA超過　100VAまで
　

 〃 285.60

 100VA 〃　 100VAまでごとに
　

 〃 285.60

従
量
電
灯

A
 最低料金  １か月 最初の８kWhまで 222.60

 電力量料金  上記超過 １kWhにつき 17.05

B

基
本
料
金

　10A  １契約 １か月につき 273.00

　15A 　  〃 409.50

　20A 　  〃 546.00

　30A 　  〃 819.00

　40A 　  〃 1,092.00

　50A 　  〃 1,365.00

　60A   〃 1,638.00

電
力
量
料
金

　最初の120kWhまで  １kWhにつき 17.05

　120kWh超過300kWhまで 　　 〃 21.09

　300kWh超過 　 　〃 22.52

 最低月額料金  １契約      １か月につき 222.60

C

 基本料金  １kVA      １か月につき 273.00

電
力
量
料
金

　最初の120kWhまで  １kWhにつき 17.05

　120kWh超過300kWhまで 　 　〃  21.09

　300kWh超過 　　 〃  22.52
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    　(消費税等込み早収料金)

  料金種別 単位 単価（円）

公
衆
街
路
灯

A

 需要家料金  １契約  １か月につき 47.25

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯  １か月につき 97.02

　20W超過　　40Wまで  　 〃 159.39

　40W 〃　　 60W 〃　     〃 221.76

　60W 〃　　100W 〃　  　 〃 346.50

 100W 〃　 100Wまでごとに　     〃 346.50

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器  １か月につき 163.80

　50VA超過 100VAまで  　 〃 257.25

 100VA 〃　 100VAまでごとに  　 〃 257.25

B

 基本料金  １kVA  １か月につき 246.75

 電力量料金  １kWhにつき  15.50

 最低月額料金  １契約  １か月につき 200.55

低
圧
電
力

 基本料金  １kW  １か月につき 1,092.00

 電力量料金  １kWhにつき
 夏季 12.27

 その他季 11.16
 

（注）１　上記料金のほか，臨時電灯，臨時電力，農事用電力がある。

 ２　遅収料金は，早収料金を３パーセント割増ししたものとする。

 ３　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。

 

   (イ)　選択約款

       ａ　時間帯別電灯

　　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約  １か月につき 1,260.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約  １か月につき 1,890.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  273.00

電
力
量
料
金

昼
間
時
間

 最初の90kWhまで  １kWhにつき  20.70

 90kWh超過230kWhまで     〃 　 25.55

 230kWh超過     〃 　 27.33

 夜間時間     〃  9.33

 ５時間通電機器割引額  総容量  １kVAにつき 231.00

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  178.50

 最低月額料金  １契約  １か月につき 315.00
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       ｂ　３時間帯別電灯

　　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約  １か月につき 1,470.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約  １か月につき 2,100.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  273.00

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき  31.43

 軽負荷時間     〃 　 21.23

 夜間時間     〃 　 9.33

 ５時間通電機器割引額  総容量  １kVAにつき 231.00

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  178.50

 全電化住宅割引率(％)  １契約  １か月につき 5

 全電化住宅割引上限額   〃  2,100.00

 最低月額料金   〃  315.00
 

 

       ｃ　低圧季節別時間帯別電力

　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 最初の３kWまで  １契約  １か月につき 3,465.00

 ３kW超過分より  １kWにつき  1,092.00

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき
　夏季 12.95

　その他季 11.77

 夜間時間  １kWhにつき 　 9.33
 

 

       ｄ　低圧高利用契約

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW  １か月につき 1,307.25

 電力量料金  １kWhにつき
　夏季 14.79

　その他季 13.45
 

 

　     ｅ　低圧深夜電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

A  定額料金  １契約  １か月につき 1,105.65

B

 基本料金  １kW  １か月につき 294.00

 電力量料金  １kWhにつき 　 9.33

 通電制御型夜間蓄熱式機器割引額 ―
 低圧深夜電力Bで算定
 された金額の15％
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　     ｆ　第２深夜電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW  １か月につき 189.00

 電力量料金  １kWhにつき 　 8.16
 

 

     　ｇ　沸増型電気温水器契約

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kVA  １か月につき 367.50

電
力
量
料
金

 沸増時間  １kWhにつき 　 21.23

 夜間時間     〃 　 9.33

 夜間時間通電制御型電気温水器割引額  総容量  １kVAにつき 178.50

 最低月額料金  １契約  １か月につき 315.00
 

 

　     ｈ　融雪用電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金
 最初の３月まで  １kW  １か月につき 2,010.75

 ３月超過分より     〃 561.75

 電力量料金  １kWhにつき 10.97
 

（注）１　上記ａ～ｈの料金のほか，口座振替初回引落とし割引，低圧蓄熱調整契約がある。

 ２　遅収料金は，早収料金を３パーセント割増ししたものとする。

３　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。

 

   (ウ)　燃料費調整(※)

(※)平成21年４月の制度変更以降の仕組みを記載。

       ａ　燃料費調整単価

 

平均燃料価格が29,500円／klを下回る場合
燃料費   基準燃料価格　　　　　　　　

＝ (29,500円－平均燃料価格) ×

ｂの基準単価  

調整単価 1,000  

平均燃料価格が29,500円／klを上回り，
かつ44,300円／kl以下の場合

燃料費               基準燃料価格    
＝ (平均燃料価格－29,500円) ×

ｂの基準単価  

調整単価 1,000  

平均燃料価格が44,300円／klを上回る場合
燃料費           基準燃料価格

＝ (44,300円－29,500円) ×

ｂの基準単価  

調整単価 1,000  
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       ｂ　基準単価

          (a)　定額制供給の場合

 (消費税等込み)

料金種別 単位 基準単価(円)

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで  １灯     １か月につき 1.460

　20W超過　　40Wまで 　       〃 2.920

　40W 〃 　　60W 〃 　       〃 4.380

　60W 〃　　100W 〃 　       〃 7.300

 100W 〃　 100Wまでごとに 　       〃 7.300

小
型
機
器

　50VAまで  １機器     １か月につき 2.181

　50VA超過　100VAまで 　       〃 4.361

 100VA 〃　 100VAまでごとに 　       〃 4.361

 低圧深夜電力A  １契約 　  １か月につき 18.795
 

 

          (b)　従量制供給の場合　

(消費税等込み)

料金種別
単位 基準単価(円)

主な契約種別

（電気供給約款）
　　従量電灯，公衆街路灯B，低圧電力
（選択約款）
　　時間帯別電灯，３時間帯別電灯,
　　低圧季節別時間帯別電力，低圧高利用契約，
　　低圧深夜電力B，第２深夜電力,
　　沸増型電気温水器契約，融雪用電力

 １kWhにつき 0.188

 

 

       ｃ　燃料費調整の適用時期

 

平均燃料価格の算定対象期間 燃料費調整単価適用期間

毎年１月１日から３月31日までの期間 その年の５月の検針日から６月の検針日の前日までの期間

毎年２月１日から４月30日までの期間 その年の６月の検針日から７月の検針日の前日までの期間

毎年３月１日から５月31日までの期間 その年の７月の検針日から８月の検針日の前日までの期間

毎年４月１日から６月30日までの期間 その年の８月の検針日から９月の検針日の前日までの期間

毎年５月１日から７月31日までの期間 その年の９月の検針日から10月の検針日の前日までの期間

毎年６月１日から８月31日までの期間 その年の10月の検針日から11月の検針日の前日までの期間

毎年７月１日から９月30日までの期間 その年の11月の検針日から12月の検針日の前日までの期間

毎年８月１日から10月31日までの期間 その年の12月の検針日から翌年の１月の検針日の前日までの期間

毎年９月１日から11月30日までの期間 翌年の１月の検針日から２月の検針日の前日までの期間

毎年10月１日から12月31日までの期間 翌年の２月の検針日から３月の検針日の前日までの期間

毎年11月１日から翌年の１月31日までの期間 翌年の３月の検針日から４月の検針日の前日までの期間

毎年12月１日から翌年の２月28日までの期間(翌年
が閏年となる場合は，翌年の２月29日までの期間)

翌年の４月の検針日から５月の検針日の前日までの期間
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   なお，平成25年度の燃料費調整単価の実績は，下記のとおりである。

 (a)　定額制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別 単位

燃料費調整単価(円)

平成25年 平成26年

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 10月分 11月分 12月分 １月分 ２月分 ３月分

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで
１灯

１か月に
つき

10.95 14.75 17.81 20.00 21.17 21.61 21.61 20.73 19.42 17.96 18.10 20.00

　20W超過　　
　40Wまで

〃 21.90 29.49 35.62 40.00 42.34 43.22 43.22 41.46 38.84 35.92 36.21 40.00

　40W超過　　
　60Wまで

〃 32.85 44.24 53.44 60.01 63.51 64.82 64.82 62.20 58.25 53.87 54.31 60.01

　60W超過　
　100Wまで

〃 54.75 73.73 89.06100.01105.85108.04108.04103.66 97.09 89.79 90.52100.01

100W超過
100Wまで
ごとに

〃 54.75 73.73 89.06100.01105.85108.04108.04103.66 97.09 89.79 90.52100.01

小
型
機
器

　50VAまで
１機器
１か月に
つき

16.36 22.03 26.61 29.88 31.62 32.28 32.28 30.97 29.01 26.83 27.04 29.88

　50VA超過　
　100VAまで

〃 32.71 44.05 53.20 59.75 63.23 64.54 64.54 61.93 58.00 53.64 54.08 59.75

100VA超過
100VAまで
ごとに

〃 32.71 44.05 53.20 59.75 63.23 64.54 64.54 61.93 58.00 53.64 54.08 59.75

 低圧深夜電力A
１契約
１か月に
つき

140.96189.83229.30257.49272.53278.17278.17266.89249.97231.18233.06257.49

 

 

 
 (b)　従量制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別
単位

燃料費調整単価(円)

平成25年 平成26年

主な契約種別 ４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 10月分 11月分 12月分 １月分 ２月分 ３月分

（電気供給約款）
　従量電灯，公衆街路灯B，
　低圧電力
（選択約款）
　時間帯別電灯，
　３時間帯別電灯，
　低圧季節別時間帯別電力，　
　低圧高利用契約，
　低圧深夜電力B，
　第２深夜電力，
　沸増型電気温水器契約，
　融雪用電力

１kWhにつき 1.41 1.90 2.29 2.58 2.73 2.78 2.78 2.67 2.50 2.31 2.33 2.58
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 電気供給約款及び選択約款（平成26年４月１日より平成26年４月30日まで(※)）

   (ア)　電気供給約款

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

定
額
電
灯

 需要家料金  １契約 １か月につき 54.00

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯 １か月につき 108.43

　20W超過　　40Wまで 　  〃 177.98

　40W 〃 　　60W 〃 　  〃 247.54

　60W 〃　　100W 〃 　  〃 386.64

 100W 〃　 100Wまでごとに 　  〃 386.64

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器 １か月につき 186.84

　50VA超過　100VAまで 　  〃 293.76

 100VA 〃　 100VAまでごとに 　  〃 293.76

従
量
電
灯

A
 最低料金  １か月 最初の８kWhまで 228.96

 電力量料金  上記超過 １kWhにつき 17.54

B

基
本
料
金

　10A  １契約 １か月につき 280.80

　15A 　  〃 421.20

　20A 　  〃 561.60

　30A 　 　〃 842.40

　40A 　  〃 1,123.20

　50A 　 　〃 1,404.00

　60A   〃 1,684.80

電
力
量
料
金

 最初の120kWhまで  １kWhにつき 17.54

 120kWh超過300kWhまで 　　 〃 21.70

 300kWh超過 　 　〃 23.17

 最低月額料金  １契約        １か月につき 228.96

C

 基本料金  １kVA        １か月につき 280.80

電
力
量
料
金

　最初の120kWhまで  １kWhにつき 17.54

　120kWh超過300kWhまで 　 　〃  21.70

　300kWh超過 　 　〃  23.17
 

 

(※)消費税法及び地方税法上の経過措置にもとづき，原則として平成26年４月の検針日以降のご使用分から適用。
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(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

公
衆
街
路
灯

A

 需要家料金  １契約   １か月につき 48.60

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯   １か月につき 99.79

　20W超過　　40Wまで  　  〃 163.94

　40W 〃　　 60W 〃　  　  〃 228.10

　60W 〃　　100W 〃　  　  〃 356.40

 100W 〃　 100Wまでごとに　    　〃 356.40

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器   １か月につき 168.48

　50VA超過　100VAまで  　  〃 264.60

 100VA 〃　 100VAまでごとに  　  〃 264.60

B

 基本料金  １kVA   １か月につき 253.80

 電力量料金  １kWhにつき  15.94

 最低月額料金  １契約   １か月につき 206.28

低
圧
電
力

 基本料金  １kW   １か月につき 1,123.20

 電力量料金  １kWhにつき
  夏季 12.63

  その他季 11.48
 

（注）１　上記料金のほか，臨時電灯，臨時電力，農事用電力がある。

２　遅収料金は，早収料金を３パーセント割増ししたものとする。

３　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。

 

   (イ)　選択約款　

       ａ　時間帯別電灯

　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約   １か月につき 1,296.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約   １か月につき 1,944.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  280.80

電
力
量
料
金

昼
間
時
間

 最初の90kWhまで  １kWhにつき  21.29

 90kWh超過230kWhまで     〃 　 26.28

 230kWh超過     〃 　 28.11

 夜間時間     〃  9.60

 ５時間通電機器割引額  総容量   １kVAにつき 237.60

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  183.60

 最低月額料金  １契約   １か月につき 324.00
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       ｂ　３時間帯別電灯

　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約   １か月につき 1,512.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約   １か月につき 2,160.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  280.80

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき  32.32

 軽負荷時間     〃 　 21.84

 夜間時間     〃 　 9.60

 ５時間通電機器割引額  総容量   １kVAにつき 237.60

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  183.60

 全電化住宅割引率(％)  １契約   １か月につき 5

 全電化住宅割引上限額   〃  2,160.00

 最低月額料金   〃  324.00
 

 

       ｃ　低圧季節別時間帯別電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 最初の３kWまで  １契約   １か月につき 3,564.00

 ３kW超過分より  １kWにつき  1,123.20

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき
　 夏季 13.32

　 その他季 12.11

 夜間時間  １kWhにつき 　 9.60
 

 

       ｄ　低圧高利用契約

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW   １か月につき 1,344.60

 電力量料金  １kWhにつき
　 夏季 15.22

　 その他季 13.83
 

 

       ｅ　低圧深夜電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

A  定額料金  １契約   １か月につき 1,137.24

B

 基本料金  １kW   １か月につき 302.40

 電力量料金  １kWhにつき 　 9.60

 通電制御型夜間蓄熱式機器割引額 ―
 低圧深夜電力Bで算定
 された金額の15％
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       ｆ　第２深夜電力

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW   １か月につき 194.40

 電力量料金  １kWhにつき 　 8.39
 

 

       ｇ　沸増型電気温水器契約

(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kVA   １か月につき 378.00

電
力
量
料
金

 沸増時間  １kWhにつき 　 21.84

 夜間時間     〃 　 9.60

 夜間時間通電制御型電気温水器割引額  総容量   １kVAにつき 183.60

 最低月額料金  １契約   １か月につき 324.00
 

 

       ｈ　融雪用電力

　(消費税等込み早収料金)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金
 最初の３月まで  １kW   １か月につき 2,068.20

 ３月超過分より      〃 577.80

 電力量料金  １kWhにつき 11.29
 

（注）１　上記ａ～ｈの料金のほか，口座振替初回引落とし割引，低圧蓄熱調整契約がある。

　２　遅収料金は，早収料金を３パーセント割増ししたものとする。

　３　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。

 
   (ウ)　燃料費調整

　     ａ 燃料費調整単価

 

平均燃料価格が29,500円／klを下回る場合
燃料費   基準燃料価格　　　　　　　　

＝ (29,500円－平均燃料価格) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  

平均燃料価格が29,500円／klを上回り，
かつ44,300円／kl以下の場合

燃料費               基準燃料価格    
＝ (平均燃料価格－29,500円) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  

平均燃料価格が44,300円／klを上回る場合
燃料費           基準燃料価格

＝ (44,300円－29,500円) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  
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       ｂ　基準単価

　       (a)　定額制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別 単位 基準単価(円)

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで  １灯   １か月につき 1.501

　20W超過　　40Wまで 　     〃 3.003

　40W 〃 　　60W 〃 　     〃 4.505

　60W 〃　　100W 〃 　     〃 7.508

 100W 〃　 100Wまでごとに 　     〃 7.508

小
型
機
器

　50VAまで  １機器   １か月につき 2.243

　50VA超過　100VAまで 　     〃 4.485

 100VA 〃　 100VAまでごとに 　     〃 4.485

 低圧深夜電力A  １契約 　 １か月につき 19.332
 

 

　       (b)　従量制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別
単位 基準単価(円)

主な契約種別

（電気供給約款）
　　従量電灯，公衆街路灯B，低圧電力
（選択約款）
　　時間帯別電灯，３時間帯別電灯,
　　低圧季節別時間帯別電力，低圧高利用契約，
　　低圧深夜電力B，第２深夜電力,
　　沸増型電気温水器契約，融雪用電力

 １kWhにつき 0.193

 

 

       ｃ　燃料費調整の適用時期

 
平均燃料価格の算定対象期間 燃料費調整単価適用期間

毎年１月１日から３月31日までの期間 その年の５月の検針日から６月の検針日の前日までの期間

毎年２月１日から４月30日までの期間 その年の６月の検針日から７月の検針日の前日までの期間

毎年３月１日から５月31日までの期間 その年の７月の検針日から８月の検針日の前日までの期間

毎年４月１日から６月30日までの期間 その年の８月の検針日から９月の検針日の前日までの期間

毎年５月１日から７月31日までの期間 その年の９月の検針日から10月の検針日の前日までの期間

毎年６月１日から８月31日までの期間 その年の10月の検針日から11月の検針日の前日までの期間

毎年７月１日から９月30日までの期間 その年の11月の検針日から12月の検針日の前日までの期間

毎年８月１日から10月31日までの期間 その年の12月の検針日から翌年の１月の検針日の前日までの期間

毎年９月１日から11月30日までの期間 翌年の１月の検針日から２月の検針日の前日までの期間

毎年10月１日から12月31日までの期間 翌年の２月の検針日から３月の検針日の前日までの期間

毎年11月１日から翌年の１月31日までの期間 翌年の３月の検針日から４月の検針日の前日までの期間

毎年12月１日から翌年の２月28日までの期間(翌年
が閏年となる場合は，翌年の２月29日までの期間)

翌年の４月の検針日から５月の検針日の前日までの期間
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   なお，平成26年度の４月分から５月分の燃料費調整単価の実績は，下記のとおりである。

 (a)　定額制供給の場合

　　　(消費税等込み)

料金種別 単位

燃料費調整単価(円)

平成26年

４月分 ５月分(※)

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで  １灯     １か月につき
22.21

(21.61)
22.21

　20W超過　　40Wまで 　       〃
44.44

(43.22)
44.44

　40W 〃 　　60W 〃 　       〃
66.67

(64.82)
66.67

　60W 〃　　100W 〃 　       〃
111.12

(108.04)
111.12

 100W 〃　 100Wまでごとに 　       〃
111.12

(108.04)
111.12

小
型
機
器

　50VAまで  １機器     １か月につき
33.20

(32.28)
33.20

　50VA超過　100VAまで 　       〃
66.38

(64.54)
66.38

 100VA 〃 　100VAまでごとに 　       〃
66.38

(64.54)
66.38

 低圧深夜電力A  １契約     １か月につき
　286.11
(278.17)

　286.11
 

 

 (b)　従量制供給の場合

　　　　　　(消費税等込み)

料金種別
単位

燃料費調整単価(円)

平成26年

主な契約種別 ４月分 ５月分(※)

（電気供給約款）
　　従量電灯，公衆街路灯B，低圧電力
（選択約款）
　　時間帯別電灯，３時間帯別電灯,
　　低圧季節別時間帯別電力，低圧高利用契約，
　　低圧深夜電力B，第２深夜電力,
　　沸増型電気温水器契約，融雪用電力

 １kWhにつき
2.86

(2.78)
2.86

 

 

(※)平成26年５月１日実施の料金改定を行っているため，５月分（４月検針日から５月検針日前日までの期間）につ

いては，平成26年４月30日までのご使用分に適用する単価を記載。

 

（注）（ ）内は，消費税法及び地方税法上の経過措置の適用を受ける場合の燃料費調整単価を記載。
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 電気供給約款及び選択約款（平成26年５月１日より）

   (ア)　電気供給約款

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

定
額
電
灯

 需要家料金  １契約 １か月につき 54.00

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯  １か月につき 137.38

　20W超過　　40Wまで 　  〃 235.87

　40W 〃 　　60W 〃 　  〃 334.37

　60W 〃　　100W 〃 　  〃 531.36

 100W 〃　 100Wまでごとに 　  〃 531.36

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器 １か月につき 230.04

　50VA超過　100VAまで 　  〃 380.16

 100VA 〃　 100VAまでごとに 　  〃 380.16

従
量
電
灯

A
 最低料金  １か月 最初の８kWhまで 253.80

 電力量料金  上記超過 １kWhにつき 20.68

B

基
本
料
金

　10A  １契約 １か月につき 280.80

　15A 　 　〃 421.20

　20A 　 　〃 561.60

　30A 　         〃 842.40

　40A 　 　〃 1,123.20

　50A 　  〃 1,404.00

　60A   〃 1,684.80

電
力
量
料
金

　最初の120kWhまで  １kWhにつき 20.68

　120kWh超過300kWhまで 　 　〃 25.08

　300kWh超過 　 　〃 27.97

 最低月額料金  １契約   １か月につき 253.80

C

 基本料金  １kVA   １か月につき 280.80

電
力
量
料
金

　最初の120kWhまで  １kWhにつき 20.68

　120kWh超過300kWhまで 　 　〃  25.08

　300kWh超過 　　 〃  27.97
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(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

公
衆
街
路
灯

A

 需要家料金  １契約   １か月につき 48.60

電
灯
料
金

　20Wまで  １灯   １か月につき 128.74

　20W超過　　40Wまで   　 〃 221.83

　40W 〃　　 60W 〃　   　 〃 314.93

　60W 〃　　100W 〃　   　 〃 501.12

 100W 〃　 100Wまでごとに　   　 〃 501.12

小
型
機
器
料
金

　50VAまで  １機器   １か月につき 211.68

　50VA超過　100VAまで      〃 351.00

 100VA 〃 　100VAまでごとに   　 〃 351.00

B

 基本料金  １kVA   １か月につき 253.80

 電力量料金  １kWhにつき  19.67

 最低月額料金  １契約   １か月につき 236.52

低
圧
電
力

 基本料金  １kW   １か月につき 1,123.20

 電力量料金  １kWhにつき
  夏季 16.73

  その他季 15.21
 

（注）１　上記料金のほか，臨時電灯，臨時電力，農事用電力がある。

２　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。

 

   (イ)　選択約款

       ａ　時間帯別電灯

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約   １か月につき 1,296.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約   １か月につき 1,944.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  280.80

電
力
量
料
金

昼
間
時
間

 最初の90kWhまで  １kWhにつき  24.16

 90kWh超過230kWhまで     〃 　 29.32

 230kWh超過     〃 　 32.40

 夜間時間     〃  13.45

 ５時間通電機器割引額  総容量   １kVAにつき 172.80

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  151.20

 最低月額料金  １契約   １か月につき 348.84
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       ｂ　３時間帯別電灯

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約   １か月につき 1,512.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約   １か月につき 2,160.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  280.80

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき  35.61

 軽負荷時間     〃 　 25.43

 夜間時間     〃 　 13.45

 ５時間通電機器割引額  総容量   １kVAにつき 172.80

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  151.20

 全電化住宅割引率(％)  １契約   １か月につき 5

 全電化住宅割引上限額   〃  2,160.00

 最低月額料金   〃  348.84
 

 

       ｃ　ピークシフト電灯

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

基
本
料
金

 契約容量が６kVA以下の場合  １契約   １か月につき 1,296.00

 契約容量が６kVA超過の場合 　   
　 最初の10kVAまで  １契約   １か月につき 1,944.00

　 10kVA超過分より　  １kVAにつき  280.80

電
力
量
料
金

 ピーク時間  １kWhにつき  57.46

昼
間
時
間

 最初の90kWhまで     〃  23.67

 90kWh超過230kWhまで     〃 　 28.73

 230kWh超過     〃 　 31.74

 夜間時間     〃  13.45

 ５時間通電機器割引額  総容量   １kVAにつき 172.80

 通電制御型蓄熱式機器割引額   〃  151.20

 最低月額料金  １契約   １か月につき 348.84
 

 

       ｄ　低圧季節別時間帯別電力

(消費税等込み)

料金種別  単位 単価（円）

基
本
料
金

 最初の３kWまで  １契約   １か月につき 3,564.00

 ３kW超過分より  １kWにつき  1,123.20

電
力
量
料
金

 昼間時間  １kWhにつき
　 夏季 17.67

　 その他季 15.78

 夜間時間  １kWhにつき 　 13.45
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       ｅ　低圧高利用契約

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW   １か月につき 1,344.60

 電力量料金  １kWhにつき
　 夏季 19.61

　 その他季 17.83
 

 

       ｆ　低圧深夜電力

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

A  定額料金  １契約   １か月につき 1,521.72

B

 基本料金  １kW   １か月につき 302.40

 電力量料金  １kWhにつき 　 13.45

 通電制御型夜間蓄熱式機器割引額 ―
 低圧深夜電力Bで算定
 された金額の12％　　

 

 

       ｇ　第２深夜電力

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kW   １か月につき 194.40

 電力量料金  １kWhにつき 　 12.27
 

 

       ｈ　沸増型電気温水器契約

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金  １kVA   １か月につき 378.00

 電
 力
 量
 料
 金

 沸増時間  １kWhにつき 　 25.43

 夜間時間     〃 　 13.45

 夜間時間通電制御型電気温水器割引額  総容量   １kVAにつき 151.20

 最低月額料金  １契約   １か月につき 348.84
 

 

       ｉ　融雪用電力

(消費税等込み)

料金種別 単位 単価（円）

 基本料金
 最初の３月まで  １kW   １か月につき 2,068.20

 ３月超過分より      〃 577.80

 電力量料金  １kWhにつき 15.07
 

（注）１　上記ａ～ｉの料金のほか，口座振替初回引落とし割引，低圧蓄熱調整契約がある。

２　単位欄の「夏季」とは，毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは，毎年10月１日

から翌年の６月30日までの期間をいう。
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   (ウ)　燃料費調整

 　    ａ　燃料費調整単価

 

平均燃料価格が45,900円／klを下回る場合
燃料費   基準燃料価格　　　　　　　　

＝ (45,900円－平均燃料価格) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  

平均燃料価格が45,900円／klを上回り，
かつ68,900円／kl以下の場合

燃料費               基準燃料価格    
＝ (平均燃料価格－45,900円) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  

平均燃料価格が68,900円／klを上回る場合
燃料費           基準燃料価格

＝ (68,900円－45,900円) ×

ｂの基準単価  

調整単価
1,000  

 

 

       ｂ　基準単価

　       (a)　定額制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別 単位 基準単価(円)

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで  １灯   １か月につき 1.779

　20W超過　　40Wまで 　     〃 3.558

　40W 〃 　　60W 〃 　     〃 5.335

　60W 〃　　100W 〃 　     〃 8.893

 100W 〃　 100Wまでごとに 　     〃 8.893

小
型
機
器

　50VAまで  １機器   １か月につき 2.656

　50VA超過　100VAまで 　     〃 5.313

 100VA 〃　 100VAまでごとに 　     〃 5.313

 低圧深夜電力A  １契約 　 １か月につき 22.896
 

 

　       (b)　従量制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別

単位 基準単価(円)
主な契約種別

（電気供給約款）
　　従量電灯，公衆街路灯B，低圧電力
（選択約款）
　　時間帯別電灯，３時間帯別電灯,
　　ピークシフト電灯，低圧季節別時間帯別電力,
　　低圧高利用契約，低圧深夜電力B，第２深夜電力,
　　沸増型電気温水器契約，融雪用電力

 １kWhにつき 0.229
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       ｃ　燃料費調整の適用時期

 
平均燃料価格の算定対象期間 燃料費調整単価適用期間

毎年１月１日から３月31日までの期間 その年の５月の検針日から６月の検針日の前日までの期間

毎年２月１日から４月30日までの期間 その年の６月の検針日から７月の検針日の前日までの期間

毎年３月１日から５月31日までの期間 その年の７月の検針日から８月の検針日の前日までの期間

毎年４月１日から６月30日までの期間 その年の８月の検針日から９月の検針日の前日までの期間

毎年５月１日から７月31日までの期間 その年の９月の検針日から10月の検針日の前日までの期間

毎年６月１日から８月31日までの期間 その年の10月の検針日から11月の検針日の前日までの期間

毎年７月１日から９月30日までの期間 その年の11月の検針日から12月の検針日の前日までの期間

毎年８月１日から10月31日までの期間 その年の12月の検針日から翌年の１月の検針日の前日までの期間

毎年９月１日から11月30日までの期間 翌年の１月の検針日から２月の検針日の前日までの期間

毎年10月１日から12月31日までの期間 翌年の２月の検針日から３月の検針日の前日までの期間

毎年11月１日から翌年の１月31日までの期間 翌年の３月の検針日から４月の検針日の前日までの期間

毎年12月１日から翌年の２月28日までの期間(翌年
が閏年となる場合は，翌年の２月29日までの期間)

翌年の４月の検針日から５月の検針日の前日までの期間
 

 

   なお，平成26年度の５月分から９月分の燃料費調整単価の実績は，下記のとおりである。

 (a)　定額制供給の場合

　(消費税等込み)

料金種別 単位

燃料費調整単価(円)

平成26年

５月分

(※)
６月分 ７月分 ８月分 ９月分

定
額
電
灯
・
公
衆
街
路
灯
A

電
灯

　20Wまで １灯 １か月につき 5.34 6.05 5.69 4.98 3.91

　20W超過　　40Wまで 　  〃 10.67 12.10 11.39 9.96 7.83

　40W 〃 　　60W 〃 　  〃 16.01 18.14 17.07 14.94 11.74

　60W 〃　　100W 〃 　  〃 26.68 30.24 28.46 24.90 19.56

 100W 〃　 100Wまでごとに 　  〃 26.68 30.24 28.46 24.90 19.56

小
型
機
器

　50VAまで １機器 １か月につき 7.97 9.03 8.50 7.44 5.84

　50VA超過　100VAまで 　  〃 15.94 18.06 17.00 14.88 11.69

 100VA 〃 　100VAまでごとに 　  〃 15.94 18.06 17.00 14.88 11.69

 低圧深夜電力A １契約 １か月につき 　68.69 77.85 73.27 64.11 50.37
 

 

 (b)　従量制供給の場合

(消費税等込み)

料金種別
単位

燃料費調整単価(円)

平成26年

主な契約種別
５月分

(※)
６月分 ７月分 ８月分 ９月分

（電気供給約款）
　　従量電灯，公衆街路灯B，低圧電力
（選択約款）
　　時間帯別電灯，３時間帯別電灯,
　　ピークシフト電灯，低圧季節別時間帯別電力,
　　低圧高利用契約，低圧深夜電力B,
　　第２深夜電力，沸増型電気温水器契約,
　　融雪用電力

 １kWhにつき 0.69 0.78 0.73 0.64 0.50

 

 

(※)平成26年５月１日実施の料金改定を行っているため，５月分（４月検針日から５月検針日前日までの期間）につ

いては，平成26年５月１日以降のご使用分に適用する単価を記載。
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 イ　電気料金制度に関する変更

平成26年５月１日実施の電気供給約款及び選択約款において，電気料金制度に関して主に次の変更を行っ

た。

 

  (ア)　お客さまのご意見・ご要望を踏まえた「早遅収料金制度」の廃止及び「延滞利息制度」の導入

  (イ)　お客さまにお選びいただけるメニューとして「ピークシフト電灯」を新規に設定

  (ウ)　各種割引制度の新規加入停止

 

 対象契約種別 新規加入停止時期

全電化住宅割引 ３時間帯別電灯 平成28年４月１日

５時間通電機器割引
時間帯別電灯，３時間帯別電灯，
ピークシフト電灯

平成27年４月１日

通電制御型蓄熱式機器割引
時間帯別電灯，３時間帯別電灯，
ピークシフト電灯，低圧深夜電力B，
沸増型電気温水器契約

平成27年４月１日

第２深夜電力(注) ― 平成27年４月１日
 

(注)本契約種別の新規適用を廃止。

 

 
(7) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において，主要な設備に重要な異動はない。また，主要な設備の前連結会計年度末

における計画に著しい変更はない。

なお，前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の当第２四半期連結累計期間における完成分は次

のとおりである。

　

        電気事業

        （電源）

          水力

地点名 出力(千kW) 着工 運転開始

徳山２号 22.4 平成20／9 平成26／5
 

 

          火力

地点名 出力(千kW) 着工 運転開始

上越２号系列(２－２号) 575.68 平成22／2 平成26／5
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,190,000,000

計 1,190,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 758,000,000 758,000,000
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は100株
である。

計 758,000,000 758,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

 

(5) 【発行済株式総数，資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
─ 758,000,000 ─ 430,777 ─ 70,689

 

 

EDINET提出書類

中部電力株式会社(E04502)

四半期報告書

30/48



 

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 64,636 8.53

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 47,920 6.32

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 39,462 5.21

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　
日本生命証券管理部内

27,772 3.66

中部電力自社株投資会 名古屋市東区東新町１番地 19,814 2.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 15,304 2.02

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 14,943 1.97

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランド トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

13,306 1.76

高知信用金庫 高知市はりまや町二丁目４番４号 12,748 1.68

ザ バンク オブ ニューヨーク
メロン エスエーエヌブイ 10
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000
BRUSSELS, BELGIUM
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号　決済事業部）

11,163 1.47

計 ― 267,073 35.23
 

(注)日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社，日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社の所有株式数（64,636千株，47,920千株及び13,306千株）は，信託業務に係るものである。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

327,800
― ―

(相互保有株式)
普通株式 　　　

106,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

753,297,700
7,532,976 ―

単元未満株式
普通株式

4,267,600
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 758,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,532,976 ―
 

(注)「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には，証券保管振替機構名義の株式2,800株及び株主名簿上は当社名

義となっているが実質的に所有していない株式100株を含めて記載している。また，「議決権の数」欄には，証券

保管振替機構名義の株式に係る議決権の数28個を含めて記載している。ただし，株主名簿上は当社名義となって

いるが実質的に所有していない株式に係る議決権の数１個は含まれていない。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 327,800 ― 327,800 0.04

(相互保有株式)      
東海コンクリート工業
株式会社

三重県いなべ市大安町
大井田2250番地

106,900 ― 106,900 0.01

計 ― 434,700 ― 434,700 0.06
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期累計期間において，役員の異動はない。

 

EDINET提出書類

中部電力株式会社(E04502)

四半期報告書

32/48



第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」(平成19年８月10日

内閣府令第64号)に準拠し「電気事業会計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)に準じて作成している。

 

２  監査証明について

当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第２四半期連結会計期間(自　平成26年７月１日　

至　平成26年９月30日)及び第２四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)に係る四半期連

結財務諸表について，有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 固定資産 4,778,483 4,700,925

  電気事業固定資産 3,243,960 3,289,722

   水力発電設備 244,992 308,963

   汽力発電設備 665,629 684,508

   原子力発電設備 194,876 187,006

   送電設備 821,193 801,217

   変電設備 411,637 407,380

   配電設備 784,140 780,951

   業務設備 114,338 112,895

   その他の電気事業固定資産 7,150 6,799

  その他の固定資産 222,051 219,398

  固定資産仮勘定 291,894 211,874

   建設仮勘定及び除却仮勘定 291,894 211,874

  核燃料 245,097 243,364

   装荷核燃料 40,040 40,040

   加工中等核燃料 205,057 203,324

  投資その他の資産 775,480 736,565

   長期投資 201,536 199,261

   使用済燃料再処理等積立金 204,946 195,999

   退職給付に係る資産 14,721 4,013

   繰延税金資産 256,579 233,495

   その他 99,059 105,113

   貸倒引当金（貸方） △1,363 △1,317

 流動資産 1,003,696 958,846

  現金及び預金 140,573 150,617

  受取手形及び売掛金 230,209 252,315

  短期投資 414,090 280,904

  たな卸資産 ※1  120,335 ※1  156,338

  繰延税金資産 22,815 33,992

  その他 76,965 86,102

  貸倒引当金（貸方） △1,294 △1,424

 合計 5,782,180 5,659,772
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債及び純資産の部   

 固定負債 3,352,094 3,177,927

  社債 698,587 555,791

  長期借入金 1,922,809 1,864,300

  使用済燃料再処理等引当金 221,922 215,782

  使用済燃料再処理等準備引当金 15,405 15,713

  原子力発電所運転終了関連損失引当金 22,768 22,768

  退職給付に係る負債 200,455 196,637

  資産除去債務 191,255 191,709

  その他 78,890 115,224

 流動負債 987,505 1,001,536

  1年以内に期限到来の固定負債 298,840 315,508

  短期借入金 342,280 344,970

  支払手形及び買掛金 146,278 140,142

  未払税金 34,898 45,849

  その他 165,206 155,066

 特別法上の引当金 5,408 2,481

  渇水準備引当金 5,408 2,481

 負債合計 4,345,009 4,181,946

 株主資本 1,355,886 1,398,546

  資本金 430,777 430,777

  資本剰余金 70,777 70,777

  利益剰余金 854,923 897,612

  自己株式 △591 △619

 その他の包括利益累計額 45,179 43,249

  その他有価証券評価差額金 27,011 30,163

  繰延ヘッジ損益 △3,518 △6,256

  為替換算調整勘定 19,048 17,451

  退職給付に係る調整累計額 2,638 1,890

 少数株主持分 36,104 36,029

 純資産合計 1,437,171 1,477,825

 合計 5,782,180 5,659,772
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業収益 1,367,435 1,526,081

 電気事業営業収益 1,246,955 1,387,758

 その他事業営業収益 120,479 138,323

営業費用 ※1  1,379,400 ※1  1,456,517

 電気事業営業費用 1,260,937 1,324,268

 その他事業営業費用 118,463 132,248

営業利益又は営業損失（△） △11,965 69,563

営業外収益 9,167 6,565

 受取配当金 913 1,074

 受取利息 2,467 2,402

 持分法による投資利益 233 574

 その他 5,553 2,514

営業外費用 24,228 37,637

 支払利息 21,055 31,826

 その他 3,173 5,811

四半期経常収益合計 1,376,603 1,532,647

四半期経常費用合計 1,403,629 1,494,155

経常利益又は経常損失（△） △27,026 38,492

渇水準備金引当又は取崩し △7,930 △2,926

 渇水準備引当金取崩し（貸方） △7,930 △2,926

特別利益 － 28,427

 受取解決金 － 28,427

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△19,096 69,846

法人税、住民税及び事業税 2,619 8,490

法人税等調整額 △5,699 14,515

法人税等合計 △3,080 23,005

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,016 46,841

少数株主利益 757 691

四半期純利益又は四半期純損失（△） △16,773 46,149
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,016 46,841

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6,338 3,402

 繰延ヘッジ損益 1,793 △1,279

 為替換算調整勘定 4,551 366

 退職給付に係る調整額 － △502

 持分法適用会社に対する持分相当額 8,270 △3,411

 その他の包括利益合計 20,953 △1,423

四半期包括利益 4,937 45,417

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,480 44,290

 少数株主に係る四半期包括利益 1,457 1,127
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
  至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△19,096 69,846

 減価償却費 134,584 134,361

 原子力発電施設解体費 － 2,155

 固定資産除却損 3,355 3,605

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,158 －

 退職給付に係る負債及び資産の増減額 － △706

 
使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減
少）

△5,931 △6,140

 
使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は
減少）

296 308

 
原子力発電所運転終了関連損失引当金の増減額 
（△は減少）

△970 －

 渇水準備引当金の増減額（△は減少） △7,930 △2,926

 受取利息及び受取配当金 △3,381 △3,476

 支払利息 21,055 31,826

 受取解決金 － △28,427

 
使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増
加）

8,770 8,946

 売上債権の増減額（△は増加） △18,211 △22,088

 たな卸資産の増減額（△は増加） 587 △36,025

 仕入債務の増減額（△は減少） △29,899 △6,132

 その他 △9,418 52,634

 小計 71,652 197,761

 利息及び配当金の受取額 3,947 4,879

 利息の支払額 △20,925 △32,560

 解決金の受取額 － 28,427

 法人税等の支払額 △2,162 △3,030

 営業活動によるキャッシュ・フロー 52,511 195,477

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △133,463 △120,165

 投融資による支出 △148,366 △103,228

 投融資の回収による収入 150,725 94,545

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 25

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 29

 その他 3,400 △378

 投資活動によるキャッシュ・フロー △127,703 △129,172
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
  至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
  至 平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 社債の発行による収入 19,933 39,868

 社債の償還による支出 △146,000 △222,800

 長期借入れによる収入 171,047 22,864

 長期借入金の返済による支出 △31,855 △34,035

 短期借入れによる収入 188,643 186,734

 短期借入金の返済による支出 △185,019 △184,194

 自己株式の取得による支出 △35 △32

 配当金の支払額 △18,918 △93

 少数株主への配当金の支払額 △255 △262

 その他 △2,588 △903

 財務活動によるキャッシュ・フロー △5,048 △192,854

現金及び現金同等物に係る換算差額 606 691

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △79,635 △125,857

現金及び現金同等物の期首残高 621,937 536,773

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  542,301 ※1  410,915
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）（以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

（以下「退職給付適用指針」という。）を，退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に

掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し，退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直

し，退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準（一部の子会社はポイント基準）から給付算定式基準へ変

更するとともに，割引率の算定方法を変更した。

退職給付会計基準等の適用については，退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って，当第２

四半期連結累計期間の期首において，退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減している。

これにより，当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が4,870百万円，退職給付に係る資産

が11,670百万円，利益剰余金が3,445百万円それぞれ減少している。また，当第２四半期連結累計期間の営業

利益，経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ220百万円増加している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

商品及び製品 2,974百万円 3,354百万円

仕掛品 4,941百万円 11,988百万円

原材料及び貯蔵品 112,419百万円 140,996百万円
 

 
 ２ 偶発債務

(1) 社債及び借入金に対する保証債務

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

日本原燃株式会社 122,532百万円 110,517百万円

従業員(住宅財形借入ほか) 83,549百万円 79,248百万円

日本原子力発電株式会社 38,095百万円 38,095百万円

Ichthys LNG Pty Ltd. 8,982百万円 11,922百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. 11,131百万円 11,662百万円

Cordova Gas Resources Ltd. 1,918百万円 2,017百万円

バジャドリド発電会社 1,694百万円 1,801百万円

トランスバリュー信託株式会社 1,564百万円 1,800百万円

Gunkul Chubu Powergen Co.,Ltd. 1,220百万円 1,230百万円

メサイード発電会社 901百万円 958百万円

ラスラファンＣ事業会社 810百万円 861百万円

Phoenix Power Company SAOC 11,813百万円 ―
 

 

(2) 電力販売契約の履行などに対する保証債務　

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

Phoenix Power Company SAOC 4,464百万円 4,729百万円

MT Falcon Holdings Company,S.A.P.I.de C.V. 4,156百万円 4,328百万円

株式会社常陸那珂ジェネレーション 1,890百万円 1,890百万円

バジャドリド発電会社 1,038百万円 1,104百万円

Phoenix Operation and Maintenance Company LLC 467百万円 497百万円

Ichthys LNG Pty Ltd. 196百万円 296百万円

Q Power Q.S.C. 155百万円 165百万円

たはらソーラー合同会社 135百万円 135百万円
 

 

(3) 接続供給契約に係る支払債務の履行などに対する連帯債務のうち，他の連帯債務者負担額

       前連結会計年度
   (平成26年３月31日)

 当第２四半期連結会計期間
   (平成26年９月30日)

 1,893百万円 1,884百万円
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(4) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

次の社債については，金融商品に関する会計基準における経過措置を適用した債務履行引受契約を締結し，債

務の履行を委任している。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

第400回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 48,260百万円 ―

第405回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 44,600百万円 44,600百万円

第406回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 65,700百万円 65,700百万円

第407回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 57,400百万円 57,400百万円

第408回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 54,560百万円 54,560百万円

第409回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 49,500百万円 49,500百万円

第410回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 29,000百万円 29,000百万円

第411回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 42,800百万円 42,800百万円

第412回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 27,200百万円 27,200百万円

第413回社債(引受先 株式会社みずほ銀行) 32,800百万円 32,800百万円

第414回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) ― 37,600百万円

第415回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 63,800百万円 63,800百万円

第416回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) ― 46,200百万円

第426回社債(引受先 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) ― 29,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 営業費用の内訳

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

区分
電気事業
営業費用
(百万円)

電気事業営業費用のうち
販売費,一般管理費計

(百万円)

給料手当 71,272 30,846

退職給与金 5,751 5,751

燃料費 620,939 ―

修繕費 96,907 2,004

委託費 43,475 17,952

減価償却費 126,921 5,893

その他 300,065 37,795

小計 1,265,333 100,243

内部取引の消去 △4,395
―

合計 1,260,937
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

区分
電気事業
営業費用
(百万円)

電気事業営業費用のうち
販売費,一般管理費計

(百万円)

給料手当 67,506 29,094

退職給与金 6,376 6,376

燃料費 631,123 ―

修繕費 126,061 4,270

委託費 34,292 12,104

減価償却費 125,574 5,578

その他 335,328 25,769

小計 1,326,264 83,193

内部取引の消去 △1,995
―

合計 1,324,268
 

 
 

 ２ 売上高又は営業費用に著しい季節的変動がある場合

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日　至 平成25年９月30日)

当社グループの営業費用に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に

季節的変動がある。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日)

当社グループの営業費用に関しては，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けるため，四半期ごとの業績に

季節的変動がある。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定  111,135百万円  150,617百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △6,468百万円  △18,337百万円

短期投資勘定  439,272百万円  280,904百万円

取得日から３ヶ月を超えて償還期限の

到来する短期投資勘定
 △1,638百万円  △2,268百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高 542,301百万円  410,915百万円
 

　

 
　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

  １  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 18,943 25 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

  ２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし　

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

  １  配当金支払額

該当事項なし　

 
  ２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）電気事業 エネルギー事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,246,955 39,120 1,286,075 81,359 1,367,435 ─ 1,367,435

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

726 202 929 155,454 156,384 △156,384 ─

計 1,247,682 39,322 1,287,005 236,814 1,523,819 △156,384 1,367,435

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△17,650 △1,098 △18,749 6,833 △11,915 △49 △11,965
 

(注)  １  「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，海外エネルギー事業，その他

の連結子会社等を含んでいる。

２  セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△49百万円には，セグメント内及びセグメント間取引消

去△49百万円が含まれている。

 　　 ３  セグメント利益又はセグメント損失(△)は，四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っている。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）電気事業 エネルギー事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,387,758 54,099 1,441,858 84,223 1,526,081 ─ 1,526,081

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

782 1,220 2,002 142,078 144,080 △144,080 ─

計 1,388,540 55,320 1,443,860 226,301 1,670,162 △144,080 1,526,081

セグメント利益 62,276 3,373 65,649 3,050 68,700 863 69,563
 

(注)  １  「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，海外エネルギー事業，その他

の連結子会社等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額863百万円には，セグメント間取引消去503百万円が含まれている。

 　　 ３ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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２　報告セグメントの変更等に関する事項

　 「会計方針の変更」に記載のとおり，「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17

日）（以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号　平成24年５月17日）（以下「退職給付適用指針」という。）を，退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し，退職給付債務及び勤務費

用の計算方法を見直し，退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準（一部の子会社はポイント基準）から給付

算定式基準へ変更するとともに，割引率の算定方法を変更した。

　　退職給付会計基準等の適用については，退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って，当第２四半

期連結累計期間の期首において，退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ている。

  これにより，当第２四半期連結累計期間の電気事業のセグメント利益が188百万円増加し，エネルギー事業のセグ

メント利益が０百万円増加し，その他のセグメント利益が31百万円増加している。

　

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は，以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

△22.14円  60.92円

(算定上の基礎）   

四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

△16,773百万円  46,149百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

△16,773百万円  46,149百万円

普通株式の期中平均株式数 757,658千株  757,600千株
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については，潜在株式が存在しないため記載していない。

　

 
２ 【その他】

平成26年10月31日開催の取締役会において，剰余金の配当（第91期中間配当）を実施しないことを決議した。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月６日

中部電力株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    横  井      康

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    柴  田    光  明

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中 村   哲 也

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    岸  田    好  彦

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中部電力株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部電力株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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